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1.  平成23年3月期第3四半期の業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 7,694 1.8 614 13.2 654 11.1 388 12.7
22年3月期第3四半期 7,558 △6.6 542 16.5 589 16.3 344 23.7

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 70.77 ―

22年3月期第3四半期 62.80 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 17,416 13,521 77.6 2,464.74
22年3月期 17,167 13,285 77.4 2,421.75

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  13,521百万円 22年3月期  13,285百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 7.50 ― 7.50 15.00
23年3月期 ― 7.50 ―

23年3月期 
（予想）

7.50 15.00

3.  平成23年3月期の業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 9,820 0.4 694 5.7 726 1.9 423 25.3 77.11
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(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等
の変更の有無となります。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】4ページ「2.その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q  5,749,000株 22年3月期  5,749,000株

② 期末自己株式数 23年3月期3Q  263,230株 22年3月期  263,131株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q  5,485,789株 22年3月期3Q  5,485,869株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因によって大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につ
いては、四半期決算短信（添付資料）4ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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※ 当社では、四半期決算補足説明資料として、当第３四半期決算説明資料を当社ホームページに掲載しています。 
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（１）経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期累計期間のわが国経済は、急速な円高や世界経済の減速に加えて政策効果の反動もあり、停滞感の

強い景況となりました。 

当貨物自動車運送業界は、景気低迷により貨物輸送量が減少し、事業者数も２年連続して減少傾向にあります。

さらに、安全対策や環境対策の社会的規制が強化され、厳しい状況下にあります。  

注）安全対策とは 

１）運輸安全マネジメントの徹底 

２）安全装置の設置（ドライブレコーダー、バックアイカメラ、衝突軽減装置） 

３）アルコール検知器の備え付け 

環境対策とは 

１）低公害車の導入 

２）省エネ運転、デジタコグラフの設置 

３）エコタイヤの導入等  

当社はこのような状況下、ロジスティクス・イノベーションにより、成長分野である３ＰＬ事業（物流の一括受

注）に積極投資を行っており、東部北陸物流センター（富山県）は、本年４月稼働を目途に建設が進んでおりま

す。 

さらに、この施設の竣工を機に３ＰＬ事業は、物流センターの設置・構内荷役業務・輸送を受注することとして

おりましたが、これに提携会社と開発いたしました情報・通信技術（ＩＣＴ）を組み込み、製造から輸送までの新

システムを３ＰＬ事業とし、当社もソフトの開発・販売分野の事業に進出することといたしました。 

加えて、第２弾として、東部海老名物流センター（神奈川県）も平成24年１月稼働を目途に建設工事が開始され

ましたので、同施設も新システムのノウハウを活かす準備に入りました。 

さらに当第３四半期累計期間は、貨物自動車運送事業、商品販売事業、不動産賃貸事業、その他事業の全事業に

わたって、前第３四半期累計期間を上回る成績をあげることができました。 

以上の結果、第３四半期累計期間の売上高は、 千円（前年同期比1.8％増）、営業利益につきましても

燃料費や道路使用料の増加がありましたものの、一般管理費の削減や減価償却費の減少で 千円（前年同期

比13.2％増）となり、経常利益も 千円（前年同期比11.1％増）となりました。特別利益は、投資有価証券

の売却で 千円の売却益を、特別損失につきましては、草加施設の再開発を行うために老朽化した保有施設の

解体を決定し、 千円の減損損失が発生いたしました。以上から、四半期純利益は、 千円（前年同期

比12.7％増）となり、増収増益となりました。 

  

セグメント別の概況につきましては、以下のとおりであります。  

（貨物自動車運送事業）  

・バルク輸送部門  

石油輸送は、燃料単価の上昇とともに節約志向が一段と高まり輸送量は減少傾向にありますが、新輸送システム

による取込みによりほぼ前年同期並の売上を計上いたしました。 

化成品輸送につきましては、引続き中国やアジア需要が旺盛で、輸送力を増強し対応しておりますので大幅な増

収となりました。 

セメント輸送は、業界全体として減産体制下にありますが、限られた大型公共工事の資材輸送を受注し増収とな

りました。 

以上により、バルク輸送部門の売上高は前年同期比10.6％増となりました。 

・清涼飲料、びん・容器輸送部門 

清涼飲料輸送は、第１四半期の天候不順による減収に加えて、荷主がサブセンター（東部海老名物流センター竣

工までの補完施設）の設置や輸送ルートの見直し等による合理化で減収になりました。 

びん・容器輸送は、新規輸送の受注に加えて、洋酒ブームや健康維持・増進のための機能性飲料容器の出荷が順

調で増収となりました。 

以上により、清涼飲料、びん・容器輸送部門の売上高は前年同期比0.4％減となりました。  

・その他輸送部門  

その他輸送は小型車が中心の業務で、新規輸送業務の受注もありましたが、既存荷主が不況による事業撤退をい

たしましたので減収となりました。 

以上により、その他輸送部門の売上高は、前年同期比0.8％減となりました。 

この結果、関連業務の荷役作業収入を含め、当事業の売上高は、 千円（前年同期比1.5％増）となり、

セグメント利益は 千円となりました。 

１．当四半期の業績等に関する定性的情報

7,694,889

614,570

654,737

30,890

22,190 388,221

5,018,577

424,671
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（商品販売事業） 

当事業の主力販売品である石油製品の販売は、原油価格の上昇で節約志向の高まりや、減税対象の低燃費車への

切替で納入量が減少し減収となりました。 

セメント販売につきましては、大口納入先が本格稼働となり納入量が増加し、大幅な増収になりました。 

車両販売他につきましては、前期は小型車の販売が中心で、今期は大型車の販売も成約できましたので大幅な増

収となりました。 

この結果、当事業の売上高は、 千円（前年同期比1.6％増）となり、セグメント利益は 千円とな

りました。 

（不動産賃貸事業） 

当社が提供する各種賃貸施設のうち、自社提供施設では埼玉県内に保有する草加施設で解約がありましたが、神

奈川県内の海老名施設稼働により増収となりました。 

借上施設につきましては、神奈川県で寒川倉庫が平成22年10月より新たに稼働いたしましたので増収となりまし

た。 

この結果、当事業の売上高は、 千円（前年同期比4.0％増）となり、セグメント利益は 千円とな

りました。 

なお、草加施設につきましては、新規の提供先との契約が整いましたので、再開発に向け老朽化した建物等の解

体と一部隣接地を買い増し、整備いたしました。この施設は、平成23年８月竣工を目途に計画を進めることといた

しました。 

（その他事業） 

自動車整備事業は、不況により減車傾向で受注競争が激化しておりますので、得意先の休日に車検・整備を行う

他、指定先への回送サービスも行い、優良顧客の獲得に奏功し増収となりました。 

損害保険代理店業等につきましては、前期に主力契約先が個別契約から長期包括契約に変更がありましたことに

加え、大口契約先の廃業があり減収となりました。 

この結果、当事業の売上高は、 千円（前年同期比2.7％増）となり、セグメント利益は 千円となり

ました。 

  

（２）財政状態に関する定性的情報 

当第３四半期会計期間末の総資産は17,416,390千円となり、前事業年度末と比べ248,605千円増加いたしまし

た。この主な要因は、現金及び預金が320,150千円、営業未収入金が29,711千円それぞれ減少したこと等により流

動資産が351,638千円減少した一方で、固定資産が600,243千円増加したことによるものであります。固定資産の主

な増加要因は、東部北陸物流センターの建設工事及び草加施設の再開発に伴う隣接地取得等により有形固定資産が

414,734千円、新規に情報・通信技術（ＩＣＴ）の開発等により無形固定資産が47,446千円、差入保証金の増加等

により投資その他の資産が138,061千円それぞれ増加したことによるものであります。 

当第３四半期会計期間末の負債合計は3,895,390千円となり、前事業年度末と比べ13,003千円増加いたしまし

た。この主な要因は、支払手形が23,932千円、営業未払金が26,772千円、未払金が55,544千円、未払費用が16,504

千円それぞれ増加し、未払法人税等が87,446千円減少したこと等により流動負債が57,188千円増加した一方で、投

資有価証券の時価評価等により繰延税金負債が38,878千円減少したこと等で固定負債が44,184千円減少したことに

よるものであります。 

当第３四半期会計期間末の純資産合計は13,521,000千円となり、前事業年度末と比べ235,601千円増加いたしま

した。この主な要因は、利益剰余金が305,934千円増加した一方で、その他有価証券評価差額金が70,270千円減少

したことによるものであります。この結果、自己資本比率は77.6％となりました。   

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第３四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ89,849

千円増加の3,124,555千円となりました。 

 当第３四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は784,794千円となりました。主な増加要因は、税引前四半期純利益665,530千円、

減価償却費394,328千円、仕入債務の増加額50,704千円等であり、主な減少要因は、法人税等の支払額324,980千円

等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動の結果支出した資金は612,596千円となりました。主な増加要因は、定期預金の払戻による収入410,000

千円、投資有価証券の売却による収入92,872千円等であり、主な減少要因は、定期預金の預入による支出100,000

千円、有形固定資産の取得による支出790,269千円、無形固定資産の取得による支出31,500千円、差入保証金の差

入による支出200,000千円等によるものであります。 

1,823,975 4,501

793,227 362,073

59,107 21,638
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

財務活動の結果支出した資金は82,349千円となりました。これは、主に配当金の支払額によるものであります。 

  

（３）業績予想に関する定性的情報 

平成23年３月期の業績予想につきましては、平成22年５月13日に発表いたしました通期の業績予想から変更はあ

りません。  

  

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 簡便な会計処理  

固定資産の減価償却費の算定方法は、定率法を採用している資産について、事業年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。  

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用してお

ります。 

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ99千円減少し、税引前四半期純利益は1,299千円減少しておりま

す。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は1,576千円であります。 

  

（３）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

該当事項はありません。  

２．その他の情報
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３．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,124,555 3,444,705

受取手形 49,429 24,878

営業未収入金 924,012 953,724

原材料及び貯蔵品 25,227 25,775

その他 104,723 130,529

貸倒引当金 △3,237 △3,264

流動資産合計 4,224,710 4,576,349

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,824,297 2,953,175

車両運搬具（純額） 293,527 389,542

土地 7,382,670 7,314,218

建設仮勘定 658,573 34,920

その他（純額） 291,670 344,146

有形固定資産合計 11,450,738 11,036,003

無形固定資産 216,420 168,973

投資その他の資産   

投資有価証券 748,575 927,229

その他 775,949 459,234

貸倒引当金 △4 △5

投資その他の資産合計 1,524,520 1,386,458

固定資産合計 13,191,679 12,591,436

資産合計 17,416,390 17,167,785

負債の部   

流動負債   

支払手形 42,381 18,448

営業未払金 582,130 555,357

未払金 66,286 10,741

未払費用 180,126 163,621

未払法人税等 91,309 178,755

引当金 43,897 99,647

その他 199,118 121,488

流動負債合計 1,205,249 1,148,060

固定負債   

繰延税金負債 1,284,242 1,323,121

再評価に係る繰延税金負債 148,692 148,692

引当金 88,512 81,830

長期前受金 62,393 66,113
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

長期預り保証金 1,104,707 1,114,568

資産除去債務 1,592 －

固定負債合計 2,690,140 2,734,325

負債合計 3,895,390 3,882,386

純資産の部   

株主資本   

資本金 553,031 553,031

資本剰余金 527,722 527,722

利益剰余金 12,967,445 12,661,510

自己株式 △194,955 △194,894

株主資本合計 13,853,242 13,547,370

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 123,124 193,395

土地再評価差額金 △455,366 △455,366

評価・換算差額等合計 △332,242 △261,971

純資産合計 13,521,000 13,285,399

負債純資産合計 17,416,390 17,167,785
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（２）四半期損益計算書 
（第３四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 7,558,054 7,694,889

売上原価 6,732,060 6,816,601

売上総利益 825,994 878,287

割賦販売未実現利益戻入額 4,098 2,388

割賦販売未実現利益繰入額 2,741 1,194

差引売上総利益 827,350 879,480

販売費及び一般管理費 284,675 264,910

営業利益 542,675 614,570

営業外収益   

受取利息 2,576 1,545

受取配当金 18,926 20,532

車両賃貸料 10,022 634

補助金収入 － 12,600

その他 18,558 10,457

営業外収益合計 50,084 45,769

営業外費用   

支払利息 3,615 4,810

その他 1 792

営業外費用合計 3,616 5,602

経常利益 589,143 654,737

特別利益   

固定資産売却益 5,477 3,279

貸倒引当金戻入額 453 27

投資有価証券売却益 － 30,890

特別利益合計 5,930 34,198

特別損失   

固定資産売却損 2,413 4

固定資産除却損 146 11

減損損失 － 22,190

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,200

特別損失合計 2,560 23,406

税引前四半期純利益 592,512 665,530

法人税、住民税及び事業税 235,555 243,113

法人税等調整額 12,424 34,194

法人税等合計 247,980 277,308

四半期純利益 344,532 388,221
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 592,512 665,530

減価償却費 453,079 394,328

減損損失 － 22,190

貸倒引当金の増減額（△は減少） △453 △27

その他の引当金の増減額（△は減少） △72,576 △49,067

受取利息及び受取配当金 △21,502 △22,077

支払利息 3,615 4,810

投資有価証券売却損益（△は益） － △30,890

有形固定資産売却損益（△は益） △3,063 △3,275

有形固定資産除却損 146 11

補助金収入 － △12,600

売上債権の増減額（△は増加） 137,178 5,160

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,305 547

仕入債務の増減額（△は減少） △109,563 50,704

その他の資産の増減額（△は増加） △32,021 △22,851

その他の負債の増減額（△は減少） 193,631 76,909

小計 1,135,679 1,079,400

利息及び配当金の受取額 21,624 22,584

利息の支払額 △3,615 △4,810

補助金の受取額 － 12,600

法人税等の支払額 △295,494 △324,980

営業活動によるキャッシュ・フロー 858,194 784,794

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △400,000 △100,000

定期預金の払戻による収入 300,000 410,000

有形固定資産の取得による支出 △734,111 △790,269

有形固定資産の売却による収入 17,372 7,530

無形固定資産の取得による支出 △44,360 △31,500

投資有価証券の取得による支出 △995 △1,034

投資有価証券の売却による収入 － 92,872

貸付けによる支出 △2,480 △3,610

貸付金の回収による収入 2,942 3,414

差入保証金の差入による支出 － △200,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △861,633 △612,596

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 － △61

配当金の支払額 △109,717 △82,287

財務活動によるキャッシュ・フロー △109,717 △82,349

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △113,157 89,849

現金及び現金同等物の期首残高 3,094,565 3,034,705

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,981,408 3,124,555
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該当事項はありません。  

  

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、本社に営業本部と管理本部を置き、製品・サービスを扱う各事業部門を統括管理し、新規事業の開発

等、包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがいまして、当社は、営業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「貨物自

動車運送事業」、「商品販売事業」、「不動産賃貸事業」、「その他事業」の４つを報告セグメントとしておりま

す。 

「貨物自動車運送事業」は、当社の主たる事業として、関東圏を中心に東北圏から近畿圏に輸送ネットワークを

持ち、各種製品の輸送サービスを提供しております。「商品販売事業」は、主に石油製品、セメント及び車両等の

販売をしております。「不動産賃貸事業」は、賃貸オフィスビルや物流センター等の各種賃貸商業施設を提供して

おります。「その他事業」は、自動車整備業及び損保代理業等であります。自動車整備業は、自社整備工場を保有

し、民間車検、車両修理・整備等のサービスを提供しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

（注）１．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。  

２．報告セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書計上額（営業利益）と一致しております。 

  

（追加情報）  

第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しております。 

  

該当事項はありません。  

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  （単位：千円）

  

報告セグメント
調整額 
（注）１ 

四半期損益
計算書計上
額（注）２

貨物自動車
運送事業 

商品販売事
業 

不動産賃貸
事業 

その他事業 計 

売上高               

外部顧客への売上高  5,018,577  1,823,975  793,227  59,107  7,694,889  －  7,694,889

計  5,018,577  1,823,975  793,227  59,107  7,694,889  －  7,694,889

セグメント利益  424,671  4,501  362,073  21,638  812,884  △198,313  614,570

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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